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【 道路維持課所管 社会資本総合整備計画評価審議資料】  

○ 計画の名称 

１） 県民が安全・ 安心に暮らせる道路環境の整備 

・ 説明資料（ パワーポイント ）      ・ ・ ・ p１～７ 

・ 社会資本総合整備計画事後評価書    ・ ・ ・ p９  

・ 社会資本総合整備計画（ 参考資料）     ・ ・ ・ p１１～１２ 

２） 通学路の合同点検結果等に基づく 対策必要箇所の重点整備（ 防災・ 安全）  

・ 説明資料（ パワーポイント ）      ・ ・ ・ p１３～１９ 

・ 社会資本総合整備計画事後評価書    ・ ・ ・ p２１  

・ 社会資本総合整備計画（ 参考資料）     ・ ・ ・ p２３～２５ 





1

社会資本総合整備計画評価

県土整備部道路維持課
令和３年６月

県民が安全・安心に暮らせる道路環境の整備

2

岐阜県
道路維持課交付金制度の変遷について

■ 本計画は、社会資本整備総合交付金で事業を推進した。

本計画の該当する交付金
出典：国土交通省ＨＰ(一部追記)
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3

岐阜県
道路維持課社会資本総合整備計画の事業評価について

■ 社会資本総合整備計画は、その要綱に従い、交付期間の終了時に、目標の実施
状況等について評価を行うこととされている。
（社会資本整備総合交付金交付要綱 第10）

■ 事後評価においては、社会資本整備総合交付金を充てた要素事業の進捗状況、
事業効果の発現状況、今後の方針の各事項について行うものとされている。
（社会資本整備総合交付金に係る計画等について（通知） 第3項）

社会資本総合整備計画の策定

⇒社会資本整備総合交付金の交付申請 交付

事業実施

事後評価

4

岐阜県
道路維持課岐阜県の社会資本総合整備計画について

■ 道路維持課では平成26年度から平成30年度までに６つの計画に基づき事業を推
進した。

計画名
計画期間

H26 H27 H28 H29 H30

23.岐阜県における県民の暮らしの安全・安心を確保するた

めの社会資本ストックの高齢化・防災対策の重点整備（道
路分野）（防災・安全）

● ● ● ●

25. ● ● ● ● ●県民が安全・安心に暮らせる道路環境の整備

26.社会インフラが災害に強く、安全に利用できる岐阜県づ
くり（防災・安全）

● ● ●

31.通学路の合同点検結果等に基づく対策必要箇所の重点
整備（防災・安全）

● ● ● ● ●

43.社会インフラが災害に強く、安全に利用できる岐阜県づ
くり（防災・安全）

● ●

48.県民の暮らしの安全・安心を確保するため総合的な老朽

化対策及び地震等の災害に備えるための事前防災・減災
対策の推進（道路分野）（防災・安全）

●継続

継続
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岐阜県
道路維持課本計画の概要

県民が安全・安心に暮らせる道路環境の整備

■ 計画名

平成２６年度～平成３０年度（５年間）

■ 計画の期間

県民が安全・安心に暮らすためには、道路ストックの適切な維持管理を行う必要があるとともに、交通事故、
冬季の凍・雪害に対するきめ細やかな対策が不可欠であるため、計画２６と一体となった、交通安全対策、
歩行空間確保等の対策を計画的に進める。

■ 計画の目標

・県管理道路の死傷事故を約１割削減する。
当初現状値（Ｈ26当初） 4，000件→ Ｈ30末時点で3，500件

・県管理道路に対する県民からの意見や苦情の件数を約１割削減する。（歩道、交通安全施設等の異常、
冬季の雪害・凍結等の件数に限る。）
当初現状値（Ｈ26当初） 1，500件→ Ｈ30末時点で1，350件

■ 計画の成果目標

交通事故や冬季の凍・雪害に対する対策（除雪、「道の駅」、歩道整備）

■ 計画の対象

社会資本
整備総合
交付金

6

岐阜県
道路維持課本計画と計画２６との関連性（防災・安全交付金の創設）

■ これまでの社会資本整備総合交付金（本計画）に加え、新たに創設された防災・
安全交付金（計画２６）も活用して、一体的に事業を推進

計画２ ：社会資本の安全性が高く安心して暮らせる岐阜県づくり
期間 ：H21～25年度 （5年間）
計画対象：橋梁（耐震・補修）、交通安全、道の駅、落石対策、雪寒、舗装補修、トンネル補修、除雪
成果目標：
・県管理道路の死傷事故を、約１割削減する。
・県管理道路に対する県民からの意見や苦情の件数を約１割削減する。
・緊急輸送道路上における落石や橋梁耐震等、災害への備えのための対策率を100％実施する。

社会資本整備総合交付金
（成長力強化や地域活性化等につながる事業）

防災・安全交付金
（「老朽化対策」や「事前防災・減災対策」、
「生活空間の安全確保」を集中的に支援）

計画２５ ：県民が安全・安心に暮らせる道路環境の整備
期間 ：H26～30年度 （5年間）
計画対象：道の駅、交通安全、除雪
成果目標：
・県管理道路の死傷事故を、約１割削減する。
・県管理道路に対する県民からの意見や苦情の件数を約１割削減する。

計画２６ ：社会インフラが災害に強く、安全に利用できる岐阜県づくり（防災・安全）
期間 ：H2４～28年度 （5年間）
計画対象：橋梁（耐震・補修）、交通安全、落石対策、雪寒、舗装補修、トンネル補修
成果目標：
・緊急輸送道路上の橋りょうの耐震対策を推進するものとし、平成28年度までに対策を完了する。
・孤立する集落に接続する路線の落石対策を推進するものとし、平成30年度までに対策を完了する。
・橋梁や舗装の健全度の最適維持管理水準を維持するため、点検・計画・対策・計画への反映のプロ
セスを確立する。

以降、防災・安全交付金は、事業を細分化

本計画の該当する交付金
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岐阜県
道路維持課事業の進捗状況

総事業数
12

計画期間内に完了した事業
7

■ 事業進捗状況

最終計画

事業数 事業費

県民が安全・安心に暮らせる道路環境の整備 12事業 12,780百万円

■ 進捗状況表

国の交付対象事業の見直しに伴い、
他の計画に移行した事業（交通安全）

5

8

効果の発現状況（除雪） 岐阜県
道路維持課

○ 除雪出動基準

積雪地域

寒冷地域

積雪寒冷地域

除雪区分 交通量 除雪出動基準

第１種除雪道路 1,000台以上/日以上 昼間10cm 夜間10cm

第２種除雪道路 500～1,000台/日 昼間10cm 夜間10～15cm

第３種除雪道路 500台/日以下 昼間10cm 夜間10～15cm

市街地道路 昼間5cm  夜間10cm

公共にて実施する除雪は、 右図の積雪寒冷地域に存する路線を対象として実施。
冬季閉鎖区間を除いた除雪延長は3,883.0km、 このうち公共除雪延長は1,917.5km

道路種別 路線数 延長(km)

一般国道 13 609.5

主要地方道 29 512.3

一般県道 81 795.7

合計 123 1,917.5

下記の基準により待機・ 出動の体制を整えることを基本と
するほか、 必要に応じて路面整生や凍結防止剤散布等を実施。

降雪状況に応じて適時適確に除雪作業を実施し、冬期交通の確保を図ることができた。
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効果の発現状況（除雪機械） 岐阜県
道路維持課

○ 除雪機械増強計画

平成２６年の山梨豪雪を受け、 県が所有する除雪機械の台数を、 平成２５年度末時点の
５３台から１０２台増強し、 令和６年度までに１５５台とする計画を策定。

本整備計画の計画期間中は、 以下のとおり計画的に除雪機械を購入。

H25 H26 H27 H28 H29 H30

各年度購入台数 7 10 10 5 25

年度末時点総台数 53 60 70 80 85 110

R6(予定)

155

除雪ト ラック

除雪ドーザ ロータリ除雪機

画像要差替え

画像要差替え

計画に沿って、除雪機械を配備することにより、除雪体制を着実に強化することができた。

10

（主）岐阜関ケ原線 下磯外工区

■ 整備箇所： 大野町下磯地内

■ 総事業費： 約20億円
（ 県 約 2億円）

■ 事業着手： 平成25年度

■ 完 成： 平成30年度

大野町の「道の駅」基本構想に基づき、町と一体で道路利
用者の休憩施設を整備した。

長野県

滋賀県 中津川市

41

157

156

21
19

158

258

高山市

石川県

富山県

福井県

三重県

愛知県
多治見市大垣市

岐阜市 美濃加茂市

位 置 図

当工区

事業個所

大野神戸ＩＣ

（主）岐阜関ケ原線

東海環状自動車道 （主）岐阜巣南大野線

根尾川

揖斐川

情報提供施設の様子

効果の発現状況（「道の駅」パレットピアおおの） 岐阜県
道路維持課

道路区域
「道の駅」区域
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「道の駅」 星のふる里ふじはし

■ 整備箇所： 揖斐川町東横山地内

■ 総事業費： 約0.4億円

■ 事業着手： 平成27年度

■ 完 成： 平成28年度

■ 事業内容：
・ ト イレ洋式化
・ 非常用発電機、 防災用貯水槽

非常用汚水貯留槽

トイレの洋式化を進め、平成８年に整備したトイレのリニューア
ルを行った。また、災害時にも使用可能な防災トイレを整備
した。

長野県

滋賀県 中津川市

41

157

156

21
19

158

258

高山市

石川県

富山県

福井県

三重県

愛知県
多治見市大垣市

岐阜市 美濃加茂市

位 置 図

事業個所
（国）４１７号

東海環状自動車
道

至 福井県

揖斐川

（国）３０３号

当工区

防災用貯水槽 非常用汚水貯留槽

非常用発電機

防災用貯水槽

非常用汚水貯留槽

非常用発電機

トイレの洋式化

「道の駅」星のふる里 ふじはし

効果の発現状況（「道の駅」トイレの洋式化・防災化） 岐阜県
道路維持課

12

岐阜県
道路維持課①計画の成果目標（アウトカム指標）の実現状況

■ 実現状況

平成26年当初 目標 実績

県管理道路の
死傷事故件数
（削減割合）

約4，000件 約3，500件
（１割削減）

1，950件
（約５割削減）

（件数）（減少率）
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岐阜県
道路維持課②計画の成果目標（アウトカム指標）の実現状況

■ 実現状況

平成26年当初 目標 実績

県管理道路の
意見や苦情件数
（対策済箇所数）

1，500件 約1，350件
（１割削減）

940件
（約４割削減）

（件数）

5年間（H26年～H30年）
560件の苦情が減少

14

岐阜県
道路維持課まとめ及び今後の方針

◆ 事業効果

◆ 定量的指標に関する交付対象事業の効果の発現状況
・県管理道路の死傷事故と苦情件数について目標値を達成した。

◆ 今後の方針
・岐阜県交通安全計画では、交通事故のない社会を目指しており、引き続き、交通安全対策
を推進する必要である。
・除雪機械は、除雪機械増強計画に基づき、今後も計画的に機械購入を進める必要がある。
・このため、本計画を継続し、安全・安心に暮らせる道路環境の整備を推進する。

指標
定量的指標の定義

及び算定式
現状値 目標値 結果 適用

単位
基準
年度

目標
年度

年度

県管理道路の死傷事故
を約１割削減

件

県警の統計データより
県管理道路の死傷事
故件数削減割合を算
出

約4，000
H26
当初

約3，500
H30
末

1，950 
H30
末

達成

県管理道路に対する県
民からの意見や苦情の
件数を約１割削減

件
苦情データベースより
苦情件数削減割合を
算出

約1，500
H26
当初

約1，350 
H30
末

940件
H30
末

達成
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　 ２５． 県民が安全・ 安心に暮らせる道路環境の整備
　 平成26年度～平成30年度　 （ 5年間） 　 　 岐阜県

１． 県管理道路の死傷事故を約１割削減する。
２． 県管理道路に対する県民からの意見や苦情の件数を約１割削減する。 （ 歩道、 交通安全施設等の異常、 冬季の雪害・ 凍結等の件数に限る。 ）

① 県警の統計データより、 県管理道路の死傷事故件数削減割合を算出する。

≧〔 （  Ｈ２５年件数 － Ｈ３０年件数 ） ／ Ｈ２５年件数 〕 　 　 ０． １

② 苦情データベースより、 苦情件数削減割合を算出する。
≧〔 （  Ｈ２５年件数 － Ｈ３０年件数 ） ／ Ｈ２５年件数 〕 　 　 ０． １

事　 後　 評　 価　 （ 中　 間　 評　 価）

○ 事後評価の実施体制、 実施時期

岐阜県ホームページで公表予定

１． 交付対象事業の進捗状況

２． 事業効果の発現状況、 目標値の達成状況

Ⅰ定量的指標に関連する
　 　 　 交付対象事業の効果の発現状況

最終目標値 3, 500件
Ⅱ定量的指標の達成状況 目標値と実績値

に差が出た要因
最終実績値 1, 950件

最終目標値 1, 350件
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 940件

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況
（ 必要に応じて記述）

３． 特記事項（ 今後の方針等）

3, 500件

- （ Ｈ30末）

事後評価の実施時期

公表の方法

1, 500件 1, 350件

Ｂ 0 Ｃ全体事業費
合計

（ Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
12, 780 Ａ 12, 530

社会資本総合整備計画　 事後評価書

（ Ｈ26当初）

4, 000件 -

備考
当初現況値 中間目標値 最終目標値

計画の名称
計画の期間 交付対象
計画の目標

　 　 計画の成果目標（ 定量的指標）

県民が安全・ 安心に暮らすためには、 道路スト ックの適切な維持管理を行う必要があるとともに、 交通事故、 冬季の凍・ 雪害に対するきめ細やかな対策が不可欠であるため、 計画２６と一体となった、 交通安全対
策、 歩行空間確保等の対策を計画的に進める。

　 　 定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値

整備計画に記載のとおり

-

引き続き、 新たな社会資本整備計画において事業を継続し、 県民が安全・ 安心に暮らせる道路環境の整備を進めていく 。

歩道整備や「 道の駅」 の新規整備やリニューアルによる道路利用者のための休憩施設の整備により交通安全対策を進めることができた。
除雪や除雪機械の購入により、 冬季の交通の安全を確保することができた。

①指標
県管理道路の死傷
事故を約１割削減

②指標
県管理道路に対す
る県民からの意見
や苦情の件数を約
１割削減

目標を達成できた。

目標を達成できた。

250

事後評価の実施体制

岐阜県事業評価監視委員会に意見を聴取
令和3年2月3日

令和３年２月３日
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1

社会資本総合整備計画評価

県土整備部道路維持課
令和３年６月

通学路の合同点検結果等に基づく対策必要箇所の
重点整備（防災・安全）

2

岐阜県
道路維持課交付金制度の変遷について

■ 本計画は、社会資本整備総合交付金から派生した防災・安全交付金で事業を推
進した。

本計画の該当する交付金
出典：国土交通省ＨＰ(一部追記)
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3

岐阜県
道路維持課社会資本総合整備計画の事業評価について

■ 社会資本総合整備計画は、その要綱に従い、交付期間の終了時に、目標の実施
状況等について評価を行うこととされている。
（社会資本整備総合交付金交付要綱 第10）

■ 事後評価においては、社会資本整備総合交付金を充てた要素事業の進捗状況、
事業効果の発現状況、今後の方針の各事項について行うものとされている。
（社会資本整備総合交付金に係る計画等について（通知） 第3項）

社会資本総合整備計画の策定

⇒防災・安全交付金の交付申請 交付

事業実施

事後評価

4

岐阜県
道路維持課岐阜県の社会資本総合整備計画について

■ 道路維持課では平成26年度から平成30年度までに６つの計画に基づき事業を推
進した。

計画名
計画期間

H26 H27 H28 H29 H30

23.岐阜県における県民の暮らしの安全・安心を確保するた

めの社会資本ストックの高齢化・防災対策の重点整備（道
路分野）（防災・安全）

● ● ● ●

25. ● ● ● ● ●県民が安全・安心に暮らせる道路環境の整備

26.社会インフラが災害に強く、安全に利用できる岐阜県づ
くり（防災・安全）

● ● ●

31.通学路の合同点検結果等に基づく対策必要箇所の重点
整備（防災・安全）

● ● ● ● ●

43.社会インフラが災害に強く、安全に利用できる岐阜県づ
くり（防災・安全）

● ●

48.県民の暮らしの安全・安心を確保するため総合的な老朽

化対策及び地震等の災害に備えるための事前防災・減災
対策の推進（道路分野）（防災・安全）

●
継続

継続
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岐阜県
道路維持課本計画の概要

通学路の合同点検結果等に基づく対策必要箇所の重点整備（防災・安全）

■ 計画名

平成２６年度～平成３０年度（５年間）

■ 計画の期間

教育委員会、学校、警察、道路管理者等が連携して実施した通学路の合同点検の結果に基づく交通安
全対策事業等を推進し、安全・安心な通学路を確保する。

■ 計画の目標

・平成24年度に実施した通学路の緊急合同点検において要対策と位置付けられた箇所の対策を平成29
年度までに完了する。
当初現状値（Ｈ26当初） 70％→ Ｈ29末時点で100％

・平成25年度に実施した通学路の合同点検において要対策と位置付けられた箇所の対策を平成32年度
までに完了する。（H30末時点で70%）
当初現状値（Ｈ26当初） 0％→ Ｈ30末時点で70％

■ 計画の成果目標

通学路の合同点検結果等に基づく安全な通行空間の確保対策（歩道整備、防護柵等）

■ 計画の対象

6

岐阜県
道路維持課通学路の合同点検

■ 平成24年度の通学路の緊急合同点検
平成２４年４月以降、京都府や千葉県などで登下校中の児童が被害者となる交通

事故が相次いで発生したことを受け、全国一斉に道路管理者、教育委員会、交通管
理者等の関係機関が合同で通学路の緊急点検を実施。

・県管理道路の対策必要箇所は、３８３箇所。

■ 平成25年度以降の通学路の合同点検
通学路の交通安全確保に向けた継続的な取組みを推進するため、関係機関が連

携し、市町村ごとに取組みの基本方針となる「通学路交通安全プログラム」を策定。
岐阜県では、全市町村で「通学路交通安全プログラム」を策定し、ＰＤＣＡサイクルに

よる継続的改善手法をとりながら点検を継続。

・県管理道路の対策必要箇所は、２９２箇所。（H26当初）

点検結果に基づき、道路管理者は歩道整備をはじめ防護柵やカラー舗装などの
交通安全施設等の整備を集中的に実施。
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7

岐阜県
道路維持課事業の進捗状況

H26当初事業数
43

計画期間内に完了した事業37

計画期間後も継続する事業47

■ 事業進捗状況

最終計画

事業数 事業費

通学路の合同点検結果等に基づく対策必
要箇所の重点整備（防災・安全）

84事業 19,492百万円

■ 進捗状況表

PDCAサイクルによる
追加事業数

41

※ 事業数と対策必要箇所数について
通学路の交通安全対策は、対策内容に応じて県単独事業や本計画の管内一円事業
（防護柵やカラー舗装等）でも実施しており、対策必要箇所と事業の数は一致しない。

総事業数 84

効果の発現状況（歩道整備）

8

岐阜県
道路維持課

（国）１５６号 二日町工区

■ 整備箇所： 郡上市白鳥町
二日町地内

■ 全体延長： L=1,200m

■ 総事業費： 約4.0億円

■ 事業着手： 平成20年度

■ 完 成： 平成29年度

交通量が多く、歩道がなかった通学路に歩道を整備し、通
学路の交通安全対策を実施した。

施工前 施工後

長野県

滋賀県 中津川市

41

157

156

21
19

158

258

高山市

石川県

富山県

福井県

三重県

愛知県
多治見市大垣市

岐阜市 美濃加茂市

位 置 図

当工区

通学路
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効果の発現状況（交差点改良）

9

岐阜県
道路維持課

（一）多治見八百津線 虎渓山工区

■ 整備箇所： 多治見市虎渓山町地内

■ 全体延長： L=200m

■ 総事業費： 約1.5億円

■ 事業着手： 平成25年度

■ 完 成： 平成30年度

歩道整備と交差点改良により、通学路の交通安全対策を実
施した。対策前は信号機がなく、通勤通学の時間帯は慢性
的な渋滞が発生し、追突事故が多発していた。

施工前

長野県

滋賀県 中津川市

41

157

156

21
19

158

258

高山市

石川県

富山県

福井県

三重県

愛知県
多治見市大垣市

岐阜市 美濃加茂市

位 置 図

当工区

施工後

事業箇所

通学路

（国）１９号

（一）多治見八百津線

中
学
校

小
学
校

中央道

JR中央線

効果の発現状況（踏切拡幅）

10

岐阜県
道路維持課

（一）上山田寺河戸線 寺河戸町工区

■ 整備箇所： 瑞浪市寺河戸町地内

■ 全体延長： L=100m

■ 総事業費： 約4.0億円

■ 事業着手： 平成20年度

■ 完 成： 平成27年度

踏切及び踏切前後に歩道がない通学路に歩道を整備し、通
学路の交通安全対策を実施した。

施工前

長野県

滋賀県 中津川市

41

157

156

21
19

158

258

高山市

石川県

富山県

福井県

三重県

愛知県
多治見市大垣市

岐阜市 美濃加茂市

位 置 図

当工区

施工後

事業箇所

通学路

（国）１９号

（一）上山田寺河戸線

小
学
校

中
学
校

中央道
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11

（国）４７１号 一重ケ根工区

■ 整備箇所： 高山市奥飛騨温泉郷
一重ケ根地内

■ 全体延長： L=2,300m

■ 総事業費： 約0.4億円

■ 事業着手： 平成２５年度

■ 完 成： 平成２６年度

施工前 施工後

事業個所

歩道に防護柵（ガードパイプ）を設置し、通学路の交通安全
対策を実施した。

効果の発現状況（防護柵） 岐阜県
道路維持課

（国）４７１号

（一）槍ヶ岳公園線

通学路

長野県

滋賀県 中津川市

41

157

156

21
19

158

258

高山市

石川県

富山県

福井県

三重県

愛知県
多治見市大垣市

岐阜市 美濃加茂市

位 置 図

当工区

12

岐阜県
道路維持課①計画の成果目標（アウトカム指標）の実現状況

■ 実現状況

平成26年当初 目標 実績

平成24年度の通学
路緊急合同点検に
おける要対策箇所
の交通安全施設等

の整備率
（対策済箇所数）

70％
（着手時：270箇所）

H29末
100％

（完了時：383箇所）

H29末
100％

（実 績：383箇所）

（箇所数）（整備率）
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13

岐阜県
道路維持課②計画の成果目標（アウトカム指標）の実現状況

■ 実現状況

平成26年当初 目標 実績

平成25年度の通学
路合同点検におけ
る要対策箇所の交
通安全施設等の整

備率
（対策済箇所数）

0％
（着手時：0箇所）

H30末
70％

（完了時：205箇所）

H30末
76％

（実 績：221箇所）

（箇所数）（整備率）

14

岐阜県
道路維持課まとめ及び今後の方針

◆ 事業効果

◆ 定量的指標に関する交付対象事業の効果の発現状況
・通学路点検の結果に基づき、歩道整備や交差点改良、防護柵をはじめとする交通安全施設
等の整備を推進した。

◆ 今後の方針
・さらなる通学路の交通安全対策を推進するため、各市町村で「通学路交通安全プログラム」
が継続されており、 新たに対策が必要な箇所が追加されている。
・本計画を継続し、 H25合同点検の未完了箇所に加え、 新たに追加された要対策箇所
について交通安全対策を計画的に推進する。

指標
定量的指標の定義

及び算定式
現状値 目標値 結果 適用

単位
基準
年度

目標
年度

年度

H24緊急合同点検
要対策箇所をH29
度までに完了する

％
要対策箇所の交通安全
施設等の整備率から算出

70％
H26
当初

100％
H29
末

100％
H28
末

達成

H25合同点検要対
策箇所を平成30
年度までに70%ま
で整備する

％
要対策箇所の交通安全
施設等の整備率から算出

0％
H26
当初

70％
H30
末

76％
H30
末

達成
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　 ３１． 通学路の合同点検結果等に基づく 対策必要箇所の重点整備（ 防災・ 安全）
　 平成26年度～平成30年度　 （ 5年間） 　 　 岐阜県

１． 平成24年度に実施した通学路の緊急合同点検において要対策と位置付けられた箇所の対策を平成29年度までに完了する。
２． 平成25年度に実施した通学路の合同点検において要対策と位置付けられた箇所の対策を平成32年度までに完了する。 (平成30年度までに70％）

① 平成24年度の通学路緊急合同点検における要対策箇所の交通安全施設等の整備率から算出する。

【 （ 交通安全施設等の整備率） ＝Σ（ 整備済箇所数） ／Σ（ 計画整備箇所数） ＊100】

② 平成25年度の通学路合同点検における要対策箇所の交通安全施設等の整備率から算出する。
【 （ 交通安全施設等の整備率） ＝Σ（ 整備済箇所数） ／Σ（ 計画整備箇所数） ＊100】

事　 後　 評　 価　 （ 中　 間　 評　 価）

○ 事後評価の実施体制、 実施時期

岐阜県ホームページで公表予定

１． 交付対象事業の進捗状況

２． 事業効果の発現状況、 目標値の達成状況

Ⅰ定量的指標に関連する
　 　 　 交付対象事業の効果の発現状況

最終目標値 100%
Ⅱ定量的指標の達成状況 目標値と実績値

に差が出た要因
最終実績値 100%

最終目標値 70%
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 76%

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況
（ 必要に応じて記述）

３． 特記事項（ 今後の方針等）

整備計画に記載のとおり

-

引き続き、 新たな社会資本整備計画において事業を継続し、 安全・ 安心な通学路の整備を進める。

通学路緊急合同点検（ H24） と通学路合同点検（ H25） の要対策箇所について、 交通安全施設等の整備を計画的に進めることができた。

①指標
通学路緊急合同点
検（ H24） に基づ
く 交通安全施設等
の整備率

②指標
通学路合同点検
（ H25） に基づく
交通安全施設等の
整備率

目標を達成できた。

目標を達成できた。

0

事後評価の実施体制

岐阜県事業評価監視委員会に意見を聴取
令和3年2月3日

社会資本総合整備計画　 事後評価書

（ Ｈ26当初）

70% -

備考
当初現況値 中間目標値 最終目標値

計画の名称
計画の期間 交付対象
計画の目標

　 　 計画の成果目標（ 定量的指標）

教育委員会、 学校、 警察、 道路管理者等が連携して実施した通学路の合同点検の結果に基づく 交通安全対策事業等を推進し、 安全・ 安心な通学路を確保する。

　 　 定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値

Ｂ 0 Ｃ全体事業費
合計

（ Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
19, 492 Ａ 19, 492

100%

- （ Ｈ30末）

事後評価の実施時期

公表の方法

0% 70%

令和３年２月３日

-21-



-22-



-23-



-24-



-25-


